
鹿児島市 平成 30 年度介護保険制度改正等説明会

居宅介護支援事業所  － 個別資料 －

平成 30 年 3 月 20 日 9:30～

 事前掲載資料について、当日会場では資料の配布を致しません。

各自印刷の上、ご持参ください。

 今回の説明会に使用する省令・告示・通知等の原文は、現段階で国が

示した改正(案)です。

 正式な改正省令・告示・通知やＱ＆Ａ等は、厚生労働省の通知発出後、

鹿児島市ホームページ(介護保険関連情報)に掲載致します。

 今回の報酬改定等に関するご質問は、ホームページ掲載の質問票にて

受付けます。(当日の質問受付け・回答は致しません。)

 会場駐車場は限りがございます。公共交通機関をご利用ください。

以上、皆様のご理解・ご協力をよろしくお願い致します。
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17．居宅介護支援

≪ 1 ≫
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１７．居宅介護支援

○基本報酬

①医療と介護の連携の強化

②末期の悪性腫瘍の利用者に対するケアマネジメント

③質の高いケアマネジメントの推進

④公正中立なケアマネジメントの確保

⑤訪問回数の多い利用者への対応

⑥障害福祉制度の相談支援専門員との密接な連携

改定事項
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１７．居宅介護支援 基本報酬

○居宅介護支援（Ⅰ）
・ケアマネジャー１人当たりの取扱件数が40未満である場合又は40以上である場合において、40未満の部分

＜現行＞ ＜改定後＞
（一）要介護１又は要介護２ 1042単位／月 ⇒ 1053単位／月
（二）要介護３、要介護４又は要介護５ 1353単位／月 ⇒ 1368単位／月

○居宅介護支援（Ⅱ）
・ケアマネジャー１人当たりの取扱件数が40以上である場合において、40以上60未満の部分

＜現行＞ ＜改定後＞
（一）要介護１又は要介護２ 521単位／月 ⇒ 527単位／月
（二）要介護３、要介護４又は要介護５ 677単位／月 ⇒ 684単位／月

○居宅介護支援（Ⅲ）
・ケアマネジャー１人当たりの取扱件数が40以上である場合において、60以上の部分

＜現行＞ ＜改定後＞
（一）要介護１又は要介護２ 313単位／月 ⇒ 316単位／月
（二）要介護３、要介護４又は要介護５ 406単位／月 ⇒ 410単位／月

単位数
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１７．居宅介護支援 ①医療と介護の連携の強化（入院時情報連携加算の見直し）

ア 入院時における医療機関との連携促進
入院時における医療機関との連携を促進する観点から、以下の見直しを行う。

ⅰ 居宅介護支援の提供の開始に当たり、利用者等に対して、入院時に担当ケアマネジャーの氏名等を入院先医
療機関に提供するよう依頼することを義務づける。【省令改正】

ⅱ 入院時情報連携加算について、入院後３日以内の情報提供を新たに評価するとともに、情報提供の方法によ
る差は設けないこととする。

ⅲ より効果的な連携となるよう、入院時に医療機関が求める利用者の情報を様式例として示すこととする。
【通知改正】

概要

【ⅱについて】
＜現行＞ ＜改定後＞
入院時情報連携加算(Ⅰ) 200単位／月 ⇒ 入院時情報連携加算(Ⅰ) 200単位／月
入院時情報連携加算(Ⅱ) 100単位／月 ⇒ 入院時情報連携加算(Ⅱ) 100単位／月

単位数

【ⅱについて】
＜現行＞ ＜改定後＞
入院時情報連携加算(Ⅰ) 入院時情報連携加算(Ⅰ)

・入院後７日以内に医療機関を訪問して情報提供 ・入院後３日以内に情報提供（提供方法は問わない）
入院時情報連携加算(Ⅱ) 入院時情報連携加算(Ⅱ)

・入院後７日以内に訪問以外の方法で情報提供 ・入院後７日以内に情報提供（提供方法は問わない）

※(Ⅰ)(Ⅱ)の同時算定不可 ※(Ⅰ)(Ⅱ)の同時算定不可

算定要件等

※ⅰは介護予防支援を含み、ⅱ及びⅲは介護予防支援を含まない
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１７．居宅介護支援 ①医療と介護の連携の強化（退院・退所加算の見直し）

イ 退院・退所後の在宅生活への移行に向けた医療機関等との連携促進
退院・退所後の在宅生活への移行に向けた医療機関や介護保険施設等との連携を促進する観点から、退院・退

所加算を以下のとおり見直す。
ⅰ 退院・退所時におけるケアプランの初回作成の手間を明確に評価する。
ⅱ 医療機関等との連携回数に応じた評価とする。
ⅲ 加えて、医療機関等におけるカンファレンスに参加した場合を上乗せで評価する。

また、退院・退所時にケアマネジャーが医療機関等から情報収集する際の聞き取り事項を整理した様式例につ
いて、退院・退所後に必要な事柄を充実させる等、必要な見直しを行うこととする。【通知改正】

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
退院･退所加算 ⇒ 退院･退所加算

単位数

○ 医療機関や介護保険施設等を退院・退所し、居宅サービス等を利用する場合において、退院・退所にあたって
医療機関等の職員と面談を行い、利用者に関する必要な情報を得た上でケアプランを作成し、居宅サービス等の
利用に関する調整を行った場合に算定する。
ただし、「連携３回」を算定できるのは、そのうち１回以上について、入院中の担当医等との会議（退院時カ

ンファレンス等）に参加して、退院・退所後の在宅での療養上必要な説明を行った上でケアプランを作成し、居
宅サービス等の利用に関する調整を行った場合に限る。

※ 入院又は入所期間中につき１回を限度。また、初回加算との同時算定不可。

算定要件等

ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加 無 ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加 有
連携１回 450単位 600単位
連携２回 600単位 750単位
連携３回 × 900単位

ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加 無 ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ参加 有
連携１回 300単位 300単位
連携２回 600単位 600単位
連携３回 × 900単位

※介護予防支援は含まない
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１７．居宅介護支援 ①医療と介護の連携の強化（特定事業所加算の見直し）

ウ 平時からの医療機関との連携促進
ⅰ 利用者が医療系サービスの利用を希望している場合等は、利用者の同意を得て主治の医師等の意見を求める

こととされているが、この意見を求めた主治の医師等に対してケアプランを交付することを義務づける。【省
令改正】

ⅱ 訪問介護事業所等から伝達された利用者の口腔に関する問題や服薬状況、モニタリング等の際にケアマネ
ジャー自身が把握した利用者の状態等について、ケアマネジャーから主治の医師や歯科医師、薬剤師に必要な
情報伝達を行うことを義務づける。【省令改正】

エ 医療機関等との総合的な連携の促進
特定事業所加算について、医療機関等と総合的に連携する事業所を更に評価する。（平成31年度から施行）

概要

〇エについて
＜現行＞ ＜改定後＞
なし ⇒ 特定事業所加算(Ⅳ) 125単位／月（新設）

単位数

＜エについて＞
○特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅲ)のいずれかを取得し、かつ、退院・退所加算の算定に係る医療機関等との連携を年間

35回以上行うとともに、ターミナルケアマネジメント加算（新設：次頁参照）を年間５回以上算定している事業
所

算定要件等

※ウは介護予防支援を含み、エは介護予防支援は含まない

≪ 6 ≫



165

１７．居宅介護支援 ②末期の悪性腫瘍の利用者に対するケアマネジメント

ア ケアマネジメントプロセスの簡素化
著しい状態の変化を伴う末期の悪性腫瘍の利用者については、主治の医師等の助言を得ることを前提として、

サービス担当者会議の招集を不要とすること等によりケアマネジメントプロセスを簡素化する。【省令改正】

イ 頻回な利用者の状態変化等の把握等に対する評価の創設
末期の悪性腫瘍の利用者又はその家族の同意を得た上で、主治の医師等の助言を得つつ、ターミナル期に通常

よりも頻回な訪問により利用者の状態変化やサービス変更の必要性を把握するとともに、そこで把握した利用者
の心身の状況等の情報を記録し、主治の医師等や居宅サービス事業者へ提供した場合を新たに評価する。

概要

〇イについて
＜現行＞ ＜改定後＞

なし ⇒ ターミナルケアマネジメント加算 400単位／月（新設）

単位数

＜イについて＞
○対象利用者

・末期の悪性腫瘍であって、在宅で死亡した利用者（在宅訪問後、24時間以内に在宅以外で死亡した場合を含
む）

○算定要件
・24時間連絡がとれる体制を確保し、かつ、必要に応じて、指定居宅介護支援を行うことができる体制を整備
・利用者又はその家族の同意を得た上で、死亡日及び死亡日前14日以内に２日以上在宅を訪問し、主治の医師等

の助言を得つつ、利用者の状態やサービス変更の必要性等の把握、利用者への支援を実施
・訪問により把握した利用者の心身の状況等の情報を記録し、主治の医師等及びケアプランに位置付けた居宅
サービス事業者へ提供

算定要件等

※介護予防支援は含まない
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１７．居宅介護支援 ③質の高いケアマネジメントの推進

ア 管理者要件の見直し
居宅介護支援事業所における人材育成の取組を促進するため、主任ケアマネジャーであることを管理者の要件

とする。その際、３年間の経過措置期間を設けることとする。【省令改正】

イ 地域における人材育成を行う事業者に対する評価
特定事業所加算について、他法人が運営する居宅介護支援事業所への支援を行う事業所など、地域のケアマネ

ジメント機能を向上させる取組を評価することとする。

概要

〇イについて
＜現行＞ ＜改定後＞

特定事業所加算(Ⅰ) 500単位／月 ⇒ 変更なし
特定事業所加算(Ⅱ) 400単位／月 ⇒ 変更なし
特定事業所加算(Ⅲ) 300単位／月 ⇒ 変更なし

単位数

＜イについて＞
○特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅲ)共通

・ 他法人が運営する居宅介護支援事業者と共同の事例検討会・研究会等の実施を要件に追加する。

○特定事業所加算(Ⅱ)(Ⅲ)
・ 地域包括支援センター等が実施する事例検討会等への参加を要件に追加する。（現行は(Ⅰ)のみ）

算定要件等

※介護予防支援は含まない
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１７．居宅介護支援 ④公正中立なケアマネジメントの確保（契約時の説明等）

ア 契約時の説明等
利用者の意思に基づいた契約であることを確保するため、利用者やその家族に対して、利用者はケアプランに

位置付ける居宅サービス事業所について、複数の事業所の紹介を求めることが可能であることや当該事業所をケ
アプランに位置付けた理由を求めることが可能であることを説明することを義務づけ、これらに違反した場合は
報酬を減額する。

なお、例えば、集合住宅居住者において、特定の事業者のサービス利用が入居条件とされ、利用者の意思、ア
セスメント等を勘案せずに、利用者にとって適切なケアプランの作成が行われていない実態があるとの指摘も踏
まえ、利用者の意思に反して、集合住宅と同一敷地内等の居宅サービス事業所のみをケアプランに位置付けるこ
とは適切ではないことを明確化する。【通知改正】

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
運営基準減算 所定単位数の50／100に相当する単位数 ⇒ 変更なし

単位数

○ 以下の要件を追加する。

利用者やその家族に対して、利用者はケアプランに位置付ける居宅サービス事業所について、
・ 複数の事業所の紹介を求めることが可能であること
・ 当該事業所をケアプランに位置付けた理由を求めることが可能であること
の説明を行わなかった場合。

算定要件等

※一部を除き介護予防支援を含む
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１７．居宅介護支援 ④公正中立なケアマネジメントの確保（特定事業所集中減算の見直し）

イ 特定事業所集中減算の対象サービスの見直し
特定事業所集中減算について、請求事業所数の少ないサービスや、主治の医師等の指示により利用するサービ

ス提供事業所が決まる医療系サービスは対象サービスから除外する。なお、福祉用具貸与については、事業所数
にかかわらずサービスを集中させることも可能であることから対象とする。

概要

＜現行＞ ＜改定後＞
特定事業所集中減算 200単位／月減算 ⇒ 変更なし

単位数

○ 対象となる「訪問介護サービス等」を以下のとおり見直す。

＜現行＞
訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護、通所リハビリテーション、短

期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護（※）、福祉用具貸与、定期巡回・随時対応型
訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介
護（※）、認知症対応型共同生活介護（※）、地域密着型特定施設入居者生活介護（※）、看護小規模多機能型居
宅介護（※）

（※）利用期間を定めて行うものに限る。

＜改定後＞
訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与

算定要件等

※介護予防支援は含まない
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１７．居宅介護支援 ⑤訪問回数の多い利用者への対応

ア 訪問回数の多いケアプランについては、利用者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観点から、
市町村が確認し、必要に応じて是正を促していくことが適当であり、ケアマネジャーが、統計的に見て通常のケ
アプランよりかけ離れた回数（※）の訪問介護（生活援助中心型）を位置付ける場合には、市町村にケアプランを
届け出ることとする。【省令改正】

（※）「全国平均利用回数＋２標準偏差」を基準として平成30年４月に国が定め、6ヶ月の周知期間を設けて10月
から施行する。

イ 地域ケア会議の機能として、届け出られたケアプランの検証を位置付け、市町村は地域ケア会議の開催等によ
り、届け出られたケアプランの検証を行うこととする。また市町村は、必要に応じ、ケアマネジャーに対し、利
用者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効活用等の観点から、サービス内容の是正を促す。【省令改正】

概要

【イメージ図】ケアプランの適正化に向けた対策の強化

訪問回数の多い訪問介護対策 集合住宅向け対策

訪問介護（生活援助中心型）の回数が「全国平均利

用回数＋２標準偏差（２SD）」に該当するケアプラ

ンの保険者届出

集合住宅等に居住する利用者のケアプランで不適切

と疑われる事案を抽出するスクリーニングポイント

の作成

「ケアプラン点検支援マニュアル」の改訂・再周知

集合住宅等に居住する利用者のケアプラン点検結

果を活用したチェックポイント

検証対象
の抽出

検証方法の強化

検証の実施 保険者によるケアプラン点検
地域ケア会議によるケアプランの検証

必要に応じて、利用者の自立支援・重度化防止や地域資源の有効活用の観点から、サービス内容の是正を促す

※介護予防支援は含まない
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１７．居宅介護支援 ⑥障害福祉制度の相談支援専門員との密接な連携

○ 障害福祉サービスを利用してきた障害者が介護保険サービスを利用する場合等における、ケアマネジャーと障
害福祉制度の相談支援専門員との密接な連携を促進するため、指定居宅介護支援事業者が特定相談支援事業者と
の連携に努める必要がある旨を明確にする。【省令改正】

概要 ※介護予防支援を含む
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別紙１－１

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関

する基準
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- 1 -

○ 指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成十二年厚生省告示第二十号）（抄）【平成三十年四月一日施行（予定）】

（傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

別表 別表

指定居宅介護支援介護給付費単位数表 指定居宅介護支援介護給付費単位数表

居宅介護支援費 居宅介護支援費

イ 居宅介護支援費（１月につき） イ 居宅介護支援費（１月につき）

(Ⅰ) (Ⅰ)⑴ 居宅介護支援費 ⑴ 居宅介護支援費

㈠ 要介護１又は要介護２ 1,053単位 ㈠ 要介護１又は要介護２ 1,042単位

㈡ 要介護３、要介護４又は要介護５ 1,368単位 ㈡ 要介護３、要介護４又は要介護５ 1,353単位

(Ⅱ) (Ⅱ)⑵ 居宅介護支援費 ⑵ 居宅介護支援費

㈠ 要介護１又は要介護２ 527単位 ㈠ 要介護１又は要介護２ 521単位

㈡ 要介護３、要介護４又は要介護５ 684単位 ㈡ 要介護３、要介護４又は要介護５ 677単位

(Ⅲ) (Ⅲ)⑶ 居宅介護支援費 ⑶ 居宅介護支援費

㈠ 要介護１又は要介護２ 316単位 ㈠ 要介護１又は要介護２ 313単位

㈡ 要介護３、要介護４又は要介護５ 410単位 ㈡ 要介護３、要介護４又は要介護５ 406単位

注１ ⑴から⑶までについては、利用者に対して指定居宅介護支援 注１ ⑴から⑶までについては、利用者に対して指定居宅介護支援

（介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。） （介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」という。）

第46条第１項に規定する指定居宅介護支援をいう。以下同じ。 第46条第１項に規定する指定居宅介護支援をいう。以下同じ。

）を行い、かつ、月の末日において指定居宅介護支援等の事業 ）を行い、かつ、月の末日において指定居宅介護支援等の事業

の人員及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第38号。以下 の人員及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第38号。以下

「基準」という。）第14条第１項の規定により、同項に規定す 「基準」という。）第14条第１項の規定により、同項に規定す

る文書を提出している指定居宅介護支援事業者（法第46条第１ る文書を提出している指定居宅介護支援事業者（法第46条第１

項に規定する指定居宅介護支援事業者をいう。以下同じ。）に 項に規定する指定居宅介護支援事業者をいう。以下同じ。）に

ついて、次に掲げる区分に応じ、それぞれ所定単位数を算定す ついて、次に掲げる区分に応じ、それぞれ所定単位数を算定す

る。 る。

イ 居宅介護支援費 指定居宅介護支援事業所（基準第２条 イ 居宅介護支援費 指定居宅介護支援事業所（基準第２条(Ⅰ) (Ⅰ)
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第１項に規定する指定居宅介護支援事業所をいう。以下同じ 第１項に規定する指定居宅介護支援事業所をいう。以下同じ

。）において指定居宅介護支援を受ける１月当たりの利用者 。）において指定居宅介護支援を受ける１月当たりの利用者

数に、当該指定居宅介護支援事業所が法第115条の23第３項 数に、当該指定居宅介護支援事業所が法第115条の23第３項

の規定に基づき指定介護予防支援事業者（法第58条第１項に の規定に基づき指定介護予防支援事業者（法第58条第１項に

規定する指定介護予防支援事業者をいう。）から委託を受け 規定する指定介護予防支援事業者をいう。）から委託を受け

て行う指定介護予防支援（同項に規定する指定介護予防支援 て行う指定介護予防支援（同項に規定する指定介護予防支援

をいう。）の提供を受ける利用者数（基準第13条第26号に規 をいう。）の提供を受ける利用者数（基準第13条第26号に規

定する厚生労働大臣が定める基準に該当する地域に住所を有 定する厚生労働大臣が定める基準に該当する地域に住所を有

する利用者数を除く。）に２分の１を乗じた数を加えた数を する利用者数を除く。）に２分の１を乗じた数を加えた数を

当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の員数（指定 当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の員数（指定

居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（ 居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（

平成11年厚生省令第37号）第２条第８号に規定する常勤換算 平成11年厚生省令第37号）第２条第７号に規定する常勤換算

方法で算定した員数をいう。以下同じ。）で除して得た数（ 方法で算定した員数をいう。以下同じ。）で除して得た数（

以下「取扱件数」という。）が40未満である場合又は40以上 以下「取扱件数」という。）が40未満である場合又は40以上

である場合において、40未満の部分について算定する。 である場合において、40未満の部分について算定する。

ロ・ハ （略） ロ・ハ （略）

２ 別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合には、運営基 ２ 別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合には、運営基

準減算として、所定単位数の100分の50に相当する単位数を算 準減算として、所定単位数の100分の50に相当する単位数を算

定する。また、運営基準減算が２月以上継続している場合は、 定する。また、運営基準減算が２月以上継続している場合は、

所定単位数は算定しない。 所定単位数は算定しない。

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

居宅介護支援費における運営基準減算の基準

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準第四条

第二項並びに第十三条第七号、第九号から第十一号まで、第十四

号及び第十五号（これらの規定を同条第十六号において準用する

場合を含む。）に定める規定に適合していないこと。

３～５ （略） ３～５ （略）

６ 別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、特定事業 ６ 別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、特定事業
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所集中減算として、１月につき200単位を所定単位数から減算 所集中減算として、１月につき200単位を所定単位数から減算

する。 する。

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

居宅介護支援費における特定事業所集中減算の基準

正当な理由なく、指定居宅介護支援事業所（指定居宅介護支援

等の事業の人員及び運営に関する基準第二条に規定する指定居宅

介護支援事業所をいう。以下同じ。）において前六月間に作成し

た居宅サービス計画に位置付けられた指定訪問介護、指定通所介

護、指定福祉用具貸与（指定居宅サービス等基準第百九十三条に

規定する指定福祉用具貸与をいう。）、指定地域密着型通所介護

（以下この号において「訪問介護サービス等」という。）の提供

総数のうち、同一の訪問介護サービス等に係る事業者によって提

供されたものの占める割合が百分の八十を超えていること。

７ （略） ７ （略）

ロ （略） ロ （略）

ハ 特定事業所加算 ハ 特定事業所加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道

村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）に届け出た指定居宅介 府県知事（地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19第１

護支援事業所は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に 項の指定都市（以下「指定都市」という。）及び同法第252条の2

掲げる所定単位数を加算する。ただし、特定事業所加算 から特 2第１項の中核市（以下「中核市」という。）にあっては、指定(Ⅰ)

定事業所加算 までのいずれかの加算を算定している場合におい 都市又は中核市の市長）に届け出た指定居宅介護支援事業所は、(Ⅲ)

ては、特定事業所加算 から特定事業所加算 までのその他の加 当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる所定単位数(Ⅰ) (Ⅲ)

算は算定しない。 を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している

場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ～ハ （略） イ～ハ （略）

ニ 特定事業所加算 125単位 （新設）(Ⅳ)
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※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

居宅介護支援費における特定事業所加算の基準

イ 特定事業所加算 次に掲げる基準のいずれにも適合するこ(Ⅰ)

と。

⑴～⑾ （略）

⑿ 他の法人が運営する指定居宅介護支援事業者と共同で事例

検討会、研修会等を実施していること。

ロ 特定事業所加算 次に掲げる基準のいずれにも適合するこ(Ⅱ)

と。

⑴ イ⑵、⑶、⑷及び⑹から⑿までの基準に適合すること。

⑵ （略）

ハ 特定事業所加算 次に掲げる基準のいずれにも適合するこ(Ⅲ)

と。

⑴ イ⑶、⑷及び⑹から⑿までの基準に適合すること。

⑵・⑶ （略）

ニ 特定事業所加算 次に掲げる基準のいずれにも適合するこ(Ⅳ)

と。

⑴ 前々年度の三月から前年度の二月までの間において退院・

退所加算 イ、 ロ、 イ、 ロ又は の算定に係る病院、(Ⅰ) (Ⅰ) (Ⅱ) (Ⅱ) (Ⅲ)

診療所、地域密着型介護老人福祉施設又は介護保険施設との

連携の回数（第八十五号の二イからホまでに規定する情報の

提供を受けた回数をいう。）の合計が三十五回以上であるこ

と。

⑵ 前々年度の三月から前年度の二月までの間においてターミ

ナルケアマネジメント加算を五回以上算定していること。

⑶ 特定事業所加算 、 又は を算定していること。(Ⅰ) (Ⅱ) (Ⅲ)

ニ 入院時情報連携加算 ニ 入院時情報連携加算

注 利用者が病院又は診療所に入院するに当たって、当該病院又は 注 利用者が病院又は診療所に入院するに当たって、当該病院又は
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診療所の職員に対して、当該利用者の心身の状況や生活環境等の 診療所の職員に対して、当該利用者の心身の状況や生活環境等の

当該利用者に係る必要な情報を提供した場合は、別に厚生労働大 当該利用者に係る必要な情報を提供した場合は、別に厚生労働大

臣が定める基準に掲げる区分に従い、利用者１人につき１月に１ 臣が定める基準に掲げる区分に従い、利用者１人につき１月に１

回を限度として所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいず 回を限度として所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいず

れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の れかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の

加算は算定しない。 加算は算定しない。

イ 入院時情報連携加算 200単位 イ 入院時情報連携加算 200単位(Ⅰ) (Ⅰ)

ロ 入院時情報連携加算 100単位 ロ 入院時情報連携加算 100単位(Ⅱ) (Ⅱ)

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

居宅介護支援費に係る入院時情報連携加算の基準

イ 入院時情報連携加算 利用者が病院又は診療所に入院して(Ⅰ)

から三日以内に、当該病院又は診療所の職員に対して当該利用

者に係る必要な情報を提供していること。

ロ 入院時情報連携加算 利用者が病院又は診療所に入院して(Ⅱ)

から四日以上七日以内に、当該病院又は診療所の職員に対して

当該利用者に係る必要な情報を提供していること。

ホ 退院・退所加算 ホ 退院・退所加算 300単位

注 病院若しくは診療所に入院していた者又は地域密着型介護老人 注 病院若しくは診療所に入院していた者又は地域密着型介護老人

福祉施設若しくは介護保険施設に入所していた者が退院又は退所 福祉施設若しくは介護保険施設に入所していた者が退院又は退所

（指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準 （指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（平成18年厚生労働省告示第126号）別表指定地域密着型サービ （平成18年厚生労働省告示第126号）別表指定地域密着型サービ

ス介護給付費単位数表の地域密着型介護老人福祉施設入所者生活 ス介護給付費単位数表の地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護のヨ又は指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関す 介護のヨ又は指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関す

る基準（平成12年厚生省告示第21号）別表指定施設サービス等介 る基準（平成12年厚生省告示第21号）別表指定施設サービス等介

護給付費単位数表の介護福祉施設サービスのワの在宅・入所相互 護給付費単位数表の介護福祉施設サービスのワの在宅・入所相互

利用加算を算定する場合を除く。）し、その居宅において居宅サ 利用加算を算定する場合を除く。）し、その居宅において居宅サ

ービス又は地域密着型サービスを利用する場合において、当該利 ービス又は地域密着型サービスを利用する場合において、当該利
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用者の退院又は退所に当たって、当該病院、診療所、地域密着型 用者の退院又は退所に当たって、当該病院、診療所、地域密着型

介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員と面談を行い、当該利 介護老人福祉施設又は介護保険施設の職員と面談を行い、当該利

用者に関する必要な情報の提供を受けた上で、居宅サービス計画 用者に関する必要な情報の提供を受けた上で、居宅サービス計画

を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する を作成し、居宅サービス又は地域密着型サービスの利用に関する

調整を行った場合（同一の利用者について、当該居宅サービス及 調整を行った場合（同一の利用者について、当該居宅サービス及

び地域密着型サービスの利用開始月に調整を行う場合に限る。） び地域密着型サービスの利用開始月に調整を行う場合に限る。）

には、別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、入院 には、入院又は入所期間中につき３回を限度として所定単位数を

又は入所期間中につき１回を限度として所定単位数を加算する。 加算する。ただし、初回加算を算定する場合は、当該加算は算定

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定する場合においては、 しない。

次に掲げるその他の加算は算定しない。また、初回加算を算定す

る場合は、当該加算は算定しない。

イ 退院・退所加算 イ 450単位(Ⅰ)

ロ 退院・退所加算 ロ 600単位(Ⅰ)

ハ 退院・退所加算 イ 600単位(Ⅱ)

ニ 退院・退所加算 ロ 750単位(Ⅱ)

ホ 退院・退所加算 900単位(Ⅲ)

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

居宅介護支援費に係る退院・退所加算の基準

イ 退院・退所加算 イ 病院、診療所、地域密着型介護老人福(Ⅰ)

祉施設又は介護保険施設の職員から利用者に係る必要な情報の

提供をカンファレンス以外の方法により一回受けていること。

ロ 退院・退所加算 ロ 病院、診療所、地域密着型介護老人福(Ⅰ)

祉施設又は介護保険施設の職員から利用者に係る必要な情報の

提供をカンファレンスにより一回受けていること。

ハ 退院・退所加算 イ 病院、診療所、地域密着型介護老人福(Ⅱ)

祉施設又は介護保険施設の職員から利用者に係る必要な情報の

提供をカファレンス以外の方法により二回以上受けていること

。
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ニ 退院・退所加算 ロ 病院、診療所、地域密着型介護老人福(Ⅱ)

祉施設又は介護保険施設の職員から利用者に係る必要な情報の

提供を二回受けており、うち一回以上はカンファレンスによる

こと。

ホ 退院・退所加算 病院、診療所、地域密着型介護老人福祉(Ⅲ)

施設又は介護保険施設の職員から利用者に係る必要な情報の提

供を三回以上受けており、うち一回以上はカンファレンスによ

ること。

ヘ～チ （略） ヘ～チ （略）

リ ターミナルケアマネジメント加算 400単位 （新設）

注 在宅で死亡した利用者（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）に対

して、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定居宅介護支援事業所が、その死亡日及び

死亡日前14日以内に２日以上、当該利用者又はその家族の同意を

得て、当該利用者の居宅を訪問し、当該利用者の心身の状況等を

記録し、主治の医師及び居宅サービス計画に位置付けた居宅サー

ビス事業者に提供した場合は、１月につき所定単位数を加算する

。

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は次のとおり。

居宅介護支援費に係るターミナルケアマネジメント加算の基準

ターミナルケアマネジメントを受けることに同意した利用者に

ついて、二十四時間連絡できる体制を確保しており、かつ、必要

に応じて指定居宅介護支援を行うことができる体制を整備してい

ること。
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職員の欠員による減算の状況

身体拘束廃止取組の有無

入居継続支援加算

生活機能向上連携加算

個別機能訓練体制

夜間看護体制

若年性認知症入居者受入加算

看取り介護加算

認知症専門ケア加算

サービス提供体制強化加算

介護職員処遇改善加算

職員の欠員による減算の状況

夜間看護体制

若年性認知症入居者受入加算

サービス提供体制強化加算

介護職員処遇改善加算

特別地域加算

中山間地域等における小規模事業
所加算（地域に関する状況）

中山間地域等における小規模事業
所加算（規模に関する状況）

特別地域加算

中山間地域等における小規模事業
所加算（地域に関する状況）

中山間地域等における小規模事業
所加算（規模に関する状況）

特定事業所集中減算

特定事業所加算

特定事業所加算Ⅳ

ターミナルケアマネジメント加算

33 特定施設入居者生活介護

１　有料老人ホーム（介護専用型）
２　軽費老人ホーム（介護専用型）
３　養護老人ホーム（介護専用型）
５　有料老人ホーム（混合型）
６　軽費老人ホーム（混合型）
７　養護老人ホーム（混合型）

１　一般型
２　外部サービ
　　ス利用型

１　なし　２　看護職員　３　介護職員 １　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　対応不可　２　対応可

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　加算Ⅰ　３加算Ⅱ

１　なし　２　加算Ⅰイ　３　加算Ⅰロ　４　加算Ⅱ　５　加算Ⅲ

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　２　加算Ⅲ　３　加算Ⅳ
４　加算Ⅴ

27
特定施設入居者生活介護
(短期利用型)

１　有料老人ホーム（介護専用型）
２　軽費老人ホーム（介護専用型）
５　有料老人ホーム（混合型）
６　軽費老人ホーム（混合型）

１　なし　２　看護職員　３　介護職員 １　なし　２　あり

１　対応不可　２　対応可

１　なし　２　あり

１　なし　２　加算Ⅰイ　３　加算Ⅰロ　４　加算Ⅱ　５　加算Ⅲ

１　なし　６　加算Ⅰ　５　加算Ⅱ　２　加算Ⅲ　３　加算Ⅳ
４　加算Ⅴ

17 福祉用具貸与

１　なし　２　あり

１　非該当　２　該当

１　非該当　２　該当

43 居宅介護支援

１　なし　２　あり

１　非該当　２　該当

１　非該当　２　該当

１　なし　２　あり

１　なし　２　加算Ⅰ　３　加算Ⅱ　４　加算Ⅲ

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

 1－13
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県

指定権者
（市町村）

実務研修
研修実施機関
（県社協）

実務研修
受講生

①
登
録
申
請

②
「登
録
決
定
通
知
書
」
発
行

③登録事業所の
情報提供

④実習受入
に関する
協定締結
（協定書）

県が行うこと

県社協との手続き

事業所が行うこと

県社協が行うこと

（受講試験合格者発表後）
実習生受入依頼

県HP
「協力事業所一覧」
への追加・修正

実習受入協力事業所登録に係る体制イメージ図

居宅介護支援
事業所

実習受入

① 実習受入協力事業所として，登録を希望する居宅介護支援事業所は，県宛てに
協力事業所の登録申請（電子申請）

② 県は申請のあった事業所を協力事業所として決定後，登録決定通知書を発行

③ 登録決定した事業所の情報を，研修実施機関（県社会福祉協議会）へ情報提供

④ 研修実施機関（県社会福祉協議会）と実習受入に係る協定締結（協定書）
（※新規事業所のみ）

特定事業所加算
算定届出

実習受入事業所登録の流れ

上記①～④で，登録手続きは完了です。
（登録が完了しているかは，県ホームページに掲載予定の「協力事業所一覧」にてご確認ください。）
介護支援専門員実務研修受講試験の合格発表後，県社会福祉協議会から実習生の受入依頼がありましたら，
実習受入へのご協力をお願いいたします。

１ 実務研修実習受入協力事業所としての登録について

実務研修への協力体制が
整っている証明として，

②で発行される「登録決定通知書」
の写しを添付



２ 介護支援専門員の資格管理について



平成30年度介護支援専門員法定研修の
年間スケジュール(予定)及び研修申込手続きについて

① 県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで，どの更新研修を受講すべきか，フローチャート等で確認してください。

② 県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで、受講を希望する研修のｽｹｼﾞｭｰﾙを確認してください。※毎年，前年度末(3月)頃に掲載

①②は，前年度末には，必ず県ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで確認をしておいてください。

受講を希望する研修の開催要綱の掲載日になりましたら，

③ 受講を希望する研修の実施機関のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞから、開催要綱をダウンロードしてください。

④ 開催要綱に記載された受講要件、申込方法等を確認し、申込期限内に手続きをしてください。

１ 更新研修の受講を希望する場合

●平成30年度介護支援専門員法定研修の年間スケジュール(予定)

●研修申込の手続きについて

研修日程等は変更となる場合がありますので、詳細については、必ず各研修の開催要綱でご確認ください。

　　　　   研修名
日程等

更新研修
(実務未経験者向け)

再研修 専門研修Ⅰ 専門研修Ⅱ 主任更新研修

開催要綱掲載日
(各研修実施機関の
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載)

平成30年４月13日(金) 平成30年６月18日(月) 平成30年８月20日(月)

研修申込期間
 平成30年４月13日(金)
　　 　～５月18日(金)まで

 平成30年６月18日(月)
　 　　～７月27日(金)まで

 平成30年８月20日(月)
　　　 ～10月９日(火)まで

研修日程(予定)
平成30年６月12日(火)
　　　～８月３日(金)

平成30年８月23日(木)
　　　～11月７日(水)

平成30年11月19日(月)
　　　～12月13日(木)

研修会場 鹿児島､大隅､大島 鹿児島

研修実施機関

鹿児島（２班※）
※申込人数によっては

１班のみとなる場合もあります

平成30年４月４日(水)

 平成30年４月４日(水)
　　　 　　～４月27日(金)まで

平成30年６月11日(月)
　　　～７月13日(金)

県社会福祉協議会 県介護支援専門員協議会

鹿児島､北薩､霧島､大隅､大島



● 更新を希望しない場合は，手続きは不要です。

● ｢介護支援専門員証｣の有効期間満了日までに、該当の更新研修を受講し、更新申請手続きを

終えなければ、｢介護支援専門員証｣は失効します。

２ 更新研修の受講を希望しない場合

３ 介護支援専門員証を失効後、再度介護支援専門員として業務に就きたい場合

● ｢介護支援専門員再研修(年１回開催)」を受講の上、｢介護支援専門員証｣の交付申請を行い、

新たな証の交付を受ければ、介護支援専門員として業務に就くことが可能です。

■ 研修受講者は、各自、介護支援専門員証の有効期間が切れる前に更新申請手
続きを終えるよう、研修の受講要件や申込み時期(期限)を確認の上、計画的に
更新研修を受講してください！
なお、介護支援専門員証の有効期間満了日までに更新研修を受講していても、
更新の申請手続きを行わないと、失効します。

■ 更新を行わず、証を失効された方は、介護支援専門員としての登録はそのま
まですが、失効期間中は介護支援専門員としての業務を行うことができません
のでご注意ください。

■ 研修受講者は、事業所等の管理者へご自身の研修受講時期をお伝えください。

■ 管理者は、施設等の人員配置基準等を考え、職員の更新研修が計画的に受講
できるように調整ください。

ご注意ください!!

※「介護支援専門員証｣の失効期間中に介護支援専門員の業務を行った場合は、介護
保険法第６９条の３９第３項第３号の介護支援専門員の登録消除に該当し、その後
５年間は、介護支援専門員として登録できませんので、ご注意ください。

ご自身の介護支援専門員証の有効期間満了日はいつですか？

例えば、有効期間満了日が、平成32年3月1日(平成31年度)の方は、
平成30年度の更新研修の受講対象者です。

平成30年度の更新研修スケジュール等については、
平成29年度３月に、県ホームページへ掲載します。

事前に申込時期や、開催時期等をご確認いただき、申込漏れのないよ
うご注意ください。

●介護支援専門員及び管理者の皆様へ


